
より最終的には Gap 2 への認識があってもこれ

をGap 1 で解釈し，対応してゆかざるをえなかっ

たわけである.しかし，地域独自の制約条件，背

景の差異等の特性を考慮し，生活感覚により近い

ところで問題をたててゆくならば Gap 2 そのも

のの解析が必要とされるわけで，それが“まちづ

くり"の大きな流れとなっている.

しかし，その具体的展開の場面では，まだまだ

試行錯誤が積み重ねられなければならないであろ

う.もし，“まちづくり"の過程が具体的な成果を

生み出しえないとしても，その一連の問題解決過

程で蓄積された情報はDSS として体系的に整備

されてゆくならば，それは重要な財産であり，次

の“まちづくり"へつらなってゆくものとなるこ

とはまちがいない.また， DS S といっても現在

はその実体はまだ未完成なものであり， DS S の

手法自体ももっと改良されてゆかねばならない

し，ニューメディア等が普及してゆけぽ，これに

ともないDSS の構造自体ももっと大きく変化し

てゆくであろう.
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言 量峠ιM仙E←今胎〕叫申， 一 く什り"そ初のも机ので坊あ抗る. 三
三 司守男さい斗つ 」 この課題はシステム分析を必要とし， ORの源流で三

喜 一 ある問題解決裂アプローチが必要とされ，さらにデザ喜
インの問題までを含めた総合的問題解決過程であり， 霊i 土万正夫 ORワーヵーの参同諸山間的る 雲

一

三 本特集では“まちづくり"“むらづくり"に対し，都三

重 近年さまざまなところで“まちづくりぺ“むらづく 市計画，環境計画，都市工学，システム科学，情報科童

i り"が行なわれ，数多くの事例が蓄積され，それぞれ 学のそれぞれの立場から研究を進め，あるいは実践に E
雲に成果があhている.そして，この流れは単なるー 参加し，貴重な現場織をおもちの諸氏に寄稿してい言

言過性の流行現象として片づけるわけにはいかない大き ただいた 三

重な時代的潮流をその背景にかかえているように見うけ 小岩氏には，“まちづくり"もらづくり"が，わが三

重られる. 国だけにとどまらず世界的潮流であると L 、ぅ視点に立霊

童 それぞれの事例は固有のキーワードをもっている って世界の動向をレポートしていただいた. 霊

童が，その共通項を抽出してみると，“生活環境"“地域 佐藤氏には都市計画研究者の立場から，都市をつく霊
一

三特性"“自律"という言葉が浮かびあがってくる. るとは現代においてどのようなことなのかという点を皇

室 生活環境要素にかかわる需要と供給のそれぞれの主 実例をまじえ報告していただいた. 三

重体を考えると，明確なようであってそれほど明確では 湾木氏には，日常的にはなかなかふれることのでき童

三ない.従来これらの問題に対しては官"と“私"とい ない山村の“むらづくり"についてレポートしていた霊

童う観点から問題がとらえられていたが，次第に“公" だいたが，これは現在進行中の事例でもあり，現場の三

重と“私"のあいだにある“協"または“共"の部分が 香り高いレポートである. 霊

童強く意識され，この部分に対し“私"の側から接近し 長谷川氏のレポートは“まちづくり"“むらづくり"三

重てゆこうというのが 1ちづくり"の大きな底流であ の基本問題である地域の基礎単位，あるいは計画単位三

重るといえるであろう. をどのように定めるベきかという問題に対する具体的霊

喜
三している諸要素の関係性にもとづくきめ細かな特性は 必ず一度は行きあたる問題である閤域設定を扱つてい三

霊吸収できず，いわゆる“らしさð" と Lい、寸う言葉に象徴さ ただいた.

量れる地域の個性は飾れてしまう 今回の特集では“まち"と“むら"の諸相をレポ- = 
一

言 それぞれの生活環境を再度見直して，みずからの手 トし， ORサイドからはこれらの問題にどのようにお重

量で改善すべきところは改善し，自律可能な具体的プロ つきあいできるのか，一考していただければと思う.言
霊グラムを形成してゆく過程が，“まちづくり"“むらづ ・ 喜
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